第９回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨

日　時：平成２２年３月２５日（木）１０時から１２時１５分
場　所：新別館北館５階　共用会議室６
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

総務部副理事（新公会計制度PT長）ほか６名

【純資産変動分析表について】

アドバイザーの主な発言
· 純資産変動分析表の項目に、資金増減を加える必要がある。
· 基金は、「負債を伴わない固定資産」ではなく、「その他資産」項目の増減として表記すべき。

· ソフト施策を担当する部局と、資産系（土地、建物、道路等）を担当する部局のいずれにおいても、財務状況を正確に評価するためには、資産の増減から負債の増減を減して算出されるネットの純資産の変動額を表示すべき。
【公債管理特別会計の取り扱い等について】
アドバイザーの主な発言
· 各事業の貸借対照表において、減債基金積立相当額を地方債残高から毎年減額する案については、減債基金の運用益とそれに対する地方債の支払利息を両立てて、一つの個別財務諸表で表記できるとともに、各事業において、地方債の償還と減価償却の対比が可能になるという利点を有する。
· ただし、各事業の地方債の減少は財政ルールに基づくものであるという点、各事業の財務分析にどのように役立てるのかということの整理が必要。

【ソフトウェア、リース資産について】
アドバイザーの主な発言

· ソフトウェアを無形固定資産として会計処理することは了解。

· リース契約では、リース会社から会計処理に必要なデータが示されるため、金額の重要なリース契約を対象にリース会計を導入する方向で再度検討すること。
【新公会計制度に係る各種規定等について】
アドバイザーの主な発言

· 様式の中に勘定科目処理要領を追加すること。

· 様式は様式集のようにまとめて表記すること。
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